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単位：百万円

負債の部 H30末 R1末 増減

Ⅰ固定負債 3,267 3,476 209

資産見返負債 3,058 3,049 △ 9

退職給付引当金 3 2 △ 1

長期未払金等 206 425 219

Ⅱ流動負債 1,087 1,338 251

運営費交付金債務 115 153 38

寄附金債務 382 342 △ 40

前受受託研究費等 20 16 △ 4

預り科研費補助金 51 40 △ 11

預り金 38 32 △ 6

未払消費税等 1 0 △ 1

賞与引当金 1 1 0

未払金 443 733 290

その他の流動負債 36 21 △ 15

4,354 4,814 460

純資産 H30末 R1末 増減

Ⅰ資本金 16,016 16,016 0

Ⅱ資本剰余金 △ 2,565 △ 2,654 △ 89

Ⅲ利益剰余金 170 141 △ 29

前中期繰越積立金 177 96 △ 81

目的積立金 0 0 0

当期未処分利益 △ 7 45 52

(うち当期総利益(損失)) (△7) (45) -

純資産の部合計 13,620 13,503 △ 117

負債純資産合計 17,974 18,317 343

負債の部合計

単位：百万円

資産の部 H30末 R1末 増減

Ⅰ固定資産 16,726 16,879 153

1有形固定資産 16,712 16,868 156

土地 5,831 5,831 0

建物 7,239 7,163 △ 76

構築物 105 97 △ 8

工具器具備品 612 818 206

機械装置 4 18 14

車両運搬具 0 2 2

図書 2,914 2,933 19

美術品 6 6 0

2無形固定資産 13 10 △ 3

ソフトウェア 13 10 △ 3

電話加入権 0 0 0

3投資その他の資産 1 1 0

敷金保証金 1 1 0
0

Ⅱ流動資産 1,247 1,438 191

現金および預金 1,230 1,403 173

未収学生納付金 1 25 24

未収入金 13 5 △ 8

その他の流動資産 3 5 2

資産合計 17,974 18,317 343

※内訳と合計が合わない項目がある

減価償却見合減

取得276
減価償却△352

取得＋511、除却△123、
減価償却△182

未納入学金分24（新修
学支援制度申請者）

補助金交付額・受託契約
額の減等

工具器具備品リース債務の増

退職手当等執行残

受入+43 収益化△62、固定資産
取得△21

受入182、取崩△137、分担金等
払出△18、間接費収入振替△38

取得16、減価償却△２

前期未処理損失の処理△7
事業費取崩△73

取得1、減価償却△4

資産 18,317（+343）
固定資産は、有形固定資産において、施設・設備整備による構築物の取得、情

報システムや財務会計システムの更新による工具器具備品取得額が減価償却費
を上回ったため、153 百万円増加しています。
流動資産は、現金および預金が増加したこと、新修学支援制度による免除分の

未収を計上したことによる未収学生納付金の増などにより191百万円増の1,438
百万円となっています。

資産合計では、343百万円増の18,317百万円となっています。

負債 4,814(+460) 固定負債はリース資産の増により209百万円増加しました。流
動負債は、未払金の増等により251百万円増加しました。

純資産 13,503（△117） 資本剰余金は、特定資産の減価償却△399百万円と固
定資産取得310万円との差引で△89百万円減少しました。

利益剰余金は、30年度未処理損失の処理による減△7百万円、今期取崩による減
△73百万円、当期純利益45増により△29百万円の減少となりました。
これらにより、純資産は117百万円減の13,503百万円となっています。

受入+69、 収益化△70、固定資
産取得△4

施設整備費による工事完了分支払
の増等262、リース債務の増28

給与関係預り金の増減による

目的積立金による固定資産取得分
の増35
施設・設備整備費による固定資産
取得分の増275
特定資産の減価償却費相当の減
△399

□貸借対照表の概要

取得2、減価償却△9 

貸借対照表は、令和元年度末における本学の財政状態を示しています。
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単位：百万円

経常費用 H30 R1 増減 経常収益 H30 R1 増減

業務費 4,175 4,211 36 運営費交付金収益 2,250 2,325 75

教育経費 517 509 △ 8 授業料収益 1,483 1,496 13

研究経費 263 286 23 入学金収益 285 286 1

教育研究支援経費 291 259 △ 32 検定料収益 62 61 △ 1

受託研究費 49 22 △ 27 受託研究収益 47 23 △ 24

共同研究費 38 35 △ 3 共同研究収益 40 36 △ 4

受託事業費等 8 10 2 受託事業等収益 9 11 2

役員人件費 80 71 △ 9 施設費収益 - 43 43

教員人件費 2,233 2,289 56 補助金等収益 36 20 △ 16

職員人件費 696 730 34 寄附金収益 44 62 18

一般管理費 324 324 0 資産見返負債戻入 75 64 △ 11

財務費用 4 6 2 財務収益 0 0 0

雑損 0 0 0 雑益 115 122 7

　経常費用合計 4,503 4,542 39 　経常収益合計 4,446 4,549 103

臨時損失 臨時利益

固定資産除却損 8 1 △ 7 除却資産見返戻入 8 1 △ 7

その他臨時利益 15 0 △ 15

　臨時利益合計 23 1 △ 22

当期純利益 △ 41 7 48

当期総利益 △ 7 45 52 目的積立金取崩額 34 38 4

※内訳と合計が合わない項目がある

在籍者の増による増加

常勤教員人件費
・助教→講師昇任による増等給料の

増＋38
・退職金支給額の増＋39
・時間外手当の減△26 等
非常勤教員人件費の増+5

受入額の減少分見合

交付額の減少分見合

・CAD/GISシステム(リース)  17
・透過型電子顕微鏡(リース) 18
・共通講義棟教室改修 2 
等

奨学費の増+21
減価償却費の減△9、修繕費の減
△10、報酬委託料・雑費等の減
△11
等

当期総利益
・当期純利益に目的積立金取崩額

を加えた当期総利益45

当期純利益：7百万円、当期総利益：45百万円

収益・利益から費用・損失を差し引いた差額である当期純利益は7百万円となり、

これに目的積立金取崩額38百万円を加えた当期総利益は45百万円となりました。

経常費用:4,542百万円（＋39百万円）

大学が教育、研究経費、人件費などの業務費や一般管理費として経常的に費や

した金額を計上しています。令和元年度は、主に研究経費の増や人件費の増などに

より経常費用全体では39百万円の増加となりました。

H30台風災害による保険金の減
△15

□損益計算書の概要 損益計算書は令和元年度会計期間中の運営状況を示しています。

期間進行分＋8、費用進行分+67

経常収益：4,549百万円（＋103百万円）

令和元年度は、運営費交付金収益の増、授業料収益の増、施設費収益の増、寄

附金収益などの増加により、経常収益全体は103百万円の増加となりました。

臨時利益：1百万円（△22百万円）

令和元年度は、平成30年度の台風災害による建物被害への保険金収入などが減

少しました。

当期純利益＝経常収益＋臨時利
益ー経常費用ー臨時損失

・備品費の増+13、修繕費の増12
等

補助金事業の減による業務委託料
の減△13、減価償却費の減△18
等

寄附金財源研究費・事業費の執行
額増

3

常勤職員人件費：
・退職金の増+20、時間外手当の
増＋6
契約職員人件費
・特任職員の増による支給額の増＋
6
等

受入額の減少分見合

施設・設備整備費による事業費分
（設計管理費等）



□主な費用および収益の前年度との比較
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経常費用の前年度比較
（百万円）
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人件費は、教職員退職金の
増、常勤教員支給額の増増、契
約職員の増加などにより、82百
万円の増加となりました。
人件費は経常費用の68％を
占めています。
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増、常勤教員支給額の増増、契
約職員の増などにより、82百万
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経常収益の前年度比較
（百万円）
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流動比率
未払金

比率

人件費／

業務費

一般管理費／

業務費

外部資金

比率

研究経費／

業務費

教育経費／

業務費

学生当

教育経費

(千円)

教員当

研究経費

(千円)

教員当広義

研究経費

(千円）

経常利益

比率

Ｒ１年度 107.4% 17.4% 73.4% 7.7% 2.9% 6.8% 12.1% 178 1,428 2,574 0.2%

３０年度 114.8% 10.6% 72.1% 7.8% 3.0% 6.3% 12.4% 183 1,303 2,124 △ 1.3%

２９年度 138.6% 12.3% 71.6% 9.5% 4.1% 6.9% 11.8% 172 1,382 2,601 △ 1.1%

２８年度 126.8% 11.7% 70.3% 8.5% 6.5% 6.2% 11.2% 164 1,276 2,906 3.4%

２７年度 105.8% 13.3% 70.2% 7.7% 6.3% 6.1% 11.7% 175 1,266 2,860 4.7%

186.1% 10.3% 69.5% 10.1% 2.5% 7.1% 15.8% 256 1,574 2,493 1.6%

　貸借対照表 損　益　計　算　書

公立大学平均

（Gグループ）

（30年度）

滋

賀

県

立

大

学

□財務指標

・流動比率（7.4ポイント減）：１年以内に支払期限が到来する負債に対する支払い能力を示す指標。比率が高いほど短期的な支払い能力が
高いといえます。 現金預金等流動資産が増加したものの、流動負債の増加により低くなりました。

・人件費比率（1.3ポイント増）：業務費に占める人件費の割合で、比率が高いほど教育研究活動の財源が十分確保できないことを意味します。
常勤教員人件費、契約職員人件費の増加により高くなりました。

・一般管理費比率（0.1ポイント減）：業務費に対する大学の管理業務の費用の割合で、比率が低いほど良いといえます。

・外部資金比率（0.1ポイント減）：経常収益に占める外部から獲得した収益の割合で、資金獲得活動の巧拙を示す指標です。平均を上回って
います。

・研究経費比率（0.5ポイント増）：業務費に対する研究経費の割合。

・教員当広義研究経費（450千円増）：研究経費に受託研究費等および科研費の獲得額を加えた教員一人当たり研究費です。本学では外
資金比率が高くGグループ平均を上回っています。

※公立大学Gｸﾞﾙｰﾌﾟ平均は、本大学法人と学部構成等が類似しているGグループ大学法人の平成30年度決算の平均数値
を示しています（1法人複数大学の場合は、学生数、教員数は法人単位で合計しています）。

5

※公立大学法人札幌市立大学、公立大学法人岩手県立大学、公立大学法人宮城大学、公立大学法人新潟県立大学、公立大学法人山梨県立大学、公立大学法人福井県立大学、静岡県公立大学法人、愛
知県公立大学法人、公立大学法人滋賀県立大学、公立大学法人島根県立大学、公立大学法人岡山県立大学、公立大学法人新見公立大学、公立大学法人県立広島大学、公立大学法人広島市立大学、公
立大学法人尾道市立大学、公立大学法人山口県立大学、高知県公立大学法人、公立大学法人福岡女子大学、公立大学法人福岡県立大学、長崎県公立大学法人、公立大学法人熊本県立大学、公立大学
法人名桜大学
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R1

教育経費 研究経費 教育研究支援経費 受託研究費等・受託事業費等 人件費 退職金 一般管理費他

（百万円）

4,548

4,636

4,576

4,578

4,590

4,812

4,538

4,473

4,523

4,498

4,535

4,605

4,418

4,632

□ 経常費用および経常収益の推移

（教育経費）教育経費は学生等に行う教育に要する費用であり、令和元年度は、奨学費の増などにより、8百万円減少しました。

（研究経費）研究経費は教員の研究に要する費用であり、運営費交付金を財源とする一般研究費等以外にも寄附金などによる研

究費も含まれています。令和元年度は、修繕費の増などにより23百万増加し、286百万円となりました。

（教育研究支援経費）主に図書館などの附属施設の運営や地の拠点地方創生事業（COC＋）に要する費用であり、令和元年度

は、22百万円減少し259百万円となりました。

（受託研究費等・受託事業費等）受託研究・共同研究、受託事業にかかる費用であり、令和元年度は、受託研究等で契約件数の

減により28百万円減少し67百万円となりました。

（人件費・退職金）役員、教員および職員にかかる経費であり、令和元年度は、常勤職員人件費の増などにより21百万円増加し

2,942百万円となりました。人件費および退職金は経常費用の68.1％を占めています。

（一般管理費他）一般管理費は法人全体の管理運営を行うための経費であり、令和元年度は、前年度と同額の324百万円となりま

した。

・経常費用
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運営費交付金収益 授業料収益 入学金収益 検定料収益 受託研究等収益・受託事業等収益 その他

（百万円）

4,673

4,632

4,623

4,532

4,640

4,760

4,631

4,474

4,774

4,812

4,710

4,606

4,446

4,549

（運営費交付金収益）令和元年度は、人件費の増等により75円増加し2,325百万円となりました。運営費交付金収益の経常収益

全体に占める割合は51.1％となっています。

（授業料・入学金・検定料収益）授業料収益には、他に公開講義受講料などを含みます。授業料収益は、学生数の増加により13百

万円増加し、1,496百万円となりました。入学料収益、検定料収益はそれぞれ、286百万円、61百万円となっています。

（受託研究等収益・受託事業等収益）令和元年度は、受託・共同研究の受入件数の減により28百万円減少し、68百万円となりまし

た。

（その他）その他には、補助金収益、寄附金収益、資産見返負債戻入、雑益等を含みます。令和元年度は、施設費収益、寄附金収

益の増加などにより、39百万円増加し、309百万円となりました。このうち、資産見返負債戻入64百万円は、損益均衡のため、減価

償却費相当額を資産見返負債から振り替えたものです。

・経常収益
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教育研究支援経

費

教育経費

学生一人あたり教

育関係経費

・ 教育関係経費
（百万円） （千円）

学生数（名） 2,806 2,8202,683 2,740 2,816

□ 主な目的別経費の推移

2,788

令和元年度は、減価償却費、修繕費の減により教育関係経費が8百万円減少し、教育研究支援経費は減価償却費の減少
により32百万円減少しました。学生数は増加し2,853名となり、学生一人当たりの教育関係経費は微減し269千円と横ばいと
なっています。

（目盛：左、百万円）

（目盛：右、千円）

2,811

（目盛：左、百万円）

2,8322,6432,6212,5722,552 2,825
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研究経費

科研費

受託研究費等

教員一人あたり研

究関係経費

1人当たり研究費(千円/人)(百万円)

教員数（名） 202 202200 203 202 202

• 研究関係経費は、研究経費、受託研究費等、奨励寄附金事業費および科学研究費助成事業（科研費）を集計しています。

• 科研費は教員個人に対する助成金であり、大学の財務諸表には含まれませんが、教員の研究費の一部であることから、ここでは

合算して表記しています。

• 令和元年度の研究関係経費は、前年度とほぼ同額となっており、教員一人当たりの研究関係経費は微増し2,358千円となりま

した。

• 科研費や受託研究費などの外部資金の研究関係経費に占める割合は、研究経費の増と外部資金の減少により減少し39.7％

（前年度比△4.8%減）となっています。

・ 研究関係経費

（目盛：左）

200 204

（目盛：左）

（目盛：左）

（目盛：右）

197 199 204 202 202
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・ 利益と目的積立金・資金残高の推移

（百万円）

□ 利益と目的積立金・資金残高の推移

• 資金期末残高は、キャッシュフロー計算書の資金期末残高を表しています。純利益（純損失）は経常利益（経常損失）から

臨時損益を加減した額を、総利益（総損失）は純利益（純損失）に目的積立金取崩額を加えた額を表しています。

• 前中期目的積立金残高は、第2期（平成24～29年度）の積立金のうち、第3期（平成30～令和5年度）への繰越の承認

を受け、第3期に取崩した残高を表しています。

• 令和元年度は、総利益は48百万円増加し、45百万円となりました（詳細は貸借対照表および損益計算書）

• 期末資金残高は173百万円増加し1,403百万円となりました。主な要因としては施設・設備整備費収入の増155百万円により

ます。10
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目的積立金 0 142 268 293 397 431 0 109 69 57 194 261 0 0

前中期目的積立金残高 0 0 0 0 0 0 285 183 108 34 11 0 177 97

純利益(純損失) 142 209 75 188 100 158 47 -16 -172 222 159 144 -41 7
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（参考）法人化後の主な収益および費用の推移

　運営費交付金収入と運営費交付金収益の差は、主に固定資産の取得による運営費交付金債務の資産見返運営費交付金への
振替と退職金等特定経費の執行残によるものです。運営費交付金収入は、H25までは年々減少してきましたが、H26以降は退職
手当の増加などにより増えています。R1の収益の増加は、主に人件費支出の増加や退職金支給額の増加によるものです。

※運営費交付金収入は損益科目ではありませんが交付額として参考表示しています。

　教員研究費の財源となる外部資金は受託研究等収益、受託事業等収益、補助金等収益、寄附金等収益であり、その推移は上
図のとおりです。R１は、受託・共同研究の受入の減により減少しています。受託事業は、件数・金額ともに増加しています。寄附金
収益は奨励寄附金の受入れの増により増加しています。
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484

　学生の教育に要する経費である教育経費と、図書館に代表される附属施設に係る経費である教育支援経費は、上図のとおり推
移しています。R１は、教育経費は奨学費の増の一方減価償却費の減により8百万円減少、教育研究経費は減価償却費の減によ
り32百万円減少しました。

　教員の研究費は運営費交付金の他、受託研究費や受託事業費、奨励寄附金などが財源となります。　R１の研究関係経費は、
H30から1百万円増の484百万円となりました。増加の内容としては、研究経費が学者の大規模修繕による修繕費の増により23百
万円増となり、受託研究費等が契約数の減少により30百万円減となっています。また、科研費の執行額は7百万円増加しました。
  そのため、研究関係経費に占める受託研究費、奨励寄附金および科研費などの外部資金の割合は、H30は45.4%でR１は40.9%と
減少しました。

※1　（）内は一般研究費の執行額
※2　科研費については研究代表者および分担者への補助金であるため大学の収益とはなりませんが、広義の研究費として参考
表示しています。
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